	平成23年度　財務諸表


１　財務諸表の種類

（１）　各会計合算財務諸表

従来、現金主義に基づく官庁会計を適用していた一般会計等に対して、複式簿記・発生主義という企業会計の考え方を採り入れて作成した会計別の財務諸表を合算したもの。
（２）　全会計財務諸表

上記（１）の財務諸表と、法適用企業（地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用する公営企業。）に係る財務諸表を集約したもの。
（３）　連結財務諸表

上記（２）の財務諸表と、府が業務の運営に関与し府の施策と密接な関連を有する業務を行っている法人の法定財務諸表を集約したもの。

各財務諸表の対象






２　財務諸表の種類及び概要
	貸借対照表
	財務諸表の作成基準日における資産、負債及び純資産の状況を明らかにすることを目的として作成する財務諸表。
資  産：　行政活動の結果支配することとなった資源で、将来の行政サービス提供能力又は経済的便益の流入が期待されるもの。

負  債：　行政活動に伴い発生した債務であり、将来の行政サービス提供能力又は経済的便益の流出を生じさせるもの。

純資産：　資産総額から負債総額を差し引いた金額。

	行政コスト

計算書
	一会計期間の行政サービスの提供に要した費用とそれを賄うための財源である収入及び収支差額を表示し、府民等の負担と受益のバランスを明らかにすることを目的として作成する財務諸表。

行政収支の部：　行政の通常の活動による収支を計上する。

金融収支の部：　受取利息や資金調達のためのコスト等の収支を計上する。

特別収支の部：　公共施設等整備や固定資産売却等による収支で、通常の行政活動以外の収支を計上する。

	キャッシュ・

フロー計算書
	一会計期間の現金収支の状況を、「行政サービス活動」、「投資活動」、「財務活動」に区分して表示することを目的として作成する財務諸表。

行政ｻｰﾋﾞｽ活動：　投資活動及び財務活動以外の、行政サービスの提供に関する現金収支を計上する。

投　資　活　動 ：　固定資産の取得及び売却並びにその財源としての国庫支出金等の受入、資金の貸付及び回収、出資金等の投資及び売却並びに基金の積立及び取崩等に関する現金収支を計上する。
財　務　活　動 ：　地方債などの資金の調達及びその償還に関する現金収支を計上する。

	純資産変動
計算書
	純資産を前期末残高、当期変動額及び当期末残高に区分し、それぞれの内訳を表示する財務諸表。


連結財務諸表(3)の対象








全会計財務諸表(2)の対象











広域連合(1)


地方独立行政法人(2)


地方公社(3)


出資法人(21)








法適用企業に


係る特別会計


(3)





各会計合算財務諸表(1)の対象








一般会計、特別会計(13)
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